
事業群評価調書（平成30年度実施）

3

(２)

②

基準年 H28 H29 H30 H31 H32

目標値① 15,600円 16,300円 16,900円 17,500円 18,200円

②／① 102% －

H28実績 H28目標 H28実績

H29実績 H29目標 H29実績

H30計画 H30目標

5 5 100%

6 5 83%

6

1,894 1,729 91%

2,080 1,677 81%

2,267

基 本 戦 略 名 互いに支えあい見守る社会をつくる 事業群主管所属 福祉保健部障害福祉課

（進捗状況の分析）

障害福祉サービス事業所で福祉的就労をしている
障害者の平均工賃月額

施 策 名 誰もが安心して暮らし、社会参加のできる地域づくり 課 （ 室 ） 長 名 桑宮　直彦

事 業 群 名 高齢者や障害者等が安心して暮らすための環境整備及び支援の充実② 事業群関係課(室) 雇用労働政策課

18,200円
（H32）

　障害のある方が地域で自立した生活を送るためには、一定の収入
を得る必要があり、一般就労への移行支援とともに、就労継続支援Ｂ
型事業所など福祉的就労の場で障害者に支払われる工賃の水準を
引き上げることが重要である。
　平均工賃実績も年々増加しているが、 現状の課題として、
     ①商品づくりのノウハウや生産能力が不足している等により、
　　  一つの事業所では大規模な受注に対応することが難しい。
     ②除草や清掃等の役務サービス並びに食品や手芸品等の
        商品について企業や消費者へのＰＲが不足している。
     ③経営のノウハウが不足しているため、効率よく収益に
        繋げることができていない。
などが挙げられる。
　このため、県では「長崎県工賃向上計画」を策定し、各種の事業に
取り組んでいる。

順調

実績値②
14,664円

（H26)

１．計画等概要

（長崎県総合計画チャレンジ2020　本文） （取組項目）

　高齢者や障害者等が住み慣れた地域で安心して生活し、社会参加できるよう、バリアフリー、地域包括
ケアシステム、見守り体制、福祉サービスの円滑な利用のための援助体制等の環境整備を図ります。ま
た、虐待の防止、差別の解消、成年後見制度の普及啓発など権利擁護を推進します。

ⅰ）福祉施設から一般就労への支援等
ⅱ）障害者の就労支援

２．29年度取組実績（H30新規・補正は参考記載）

事業
番号

取組
項目

事務事業名 事業
期間

事業費　(単位:千円） 事　　業　　概　　要 指標（上段：活動指標、下段：成果指標）

29年度事業の成果等

中
核
事
業

うち
一般財源

人件費
(参考)

事業対象
29年度事業の実施状況

（30年度新規・補正事業は事業内容）
指標 主な目標

達成率

所管課(室)名

1

障害者就業生活支援
事業

H14-

34,350 17,815 4,021

社会福祉
法人等

障害福祉課

33,033 16,822 4,023

成果
指標

センター設置箇所数
（箇所）

対馬圏域に新たにセンターを設置する
ことについて、関係機関と協議を行った
結果、平成３１年４月の設置に向けて、
手続き等を進めていくこととした。
H29のセンター登録者数は、H28実績か
らは減少したものの、平成23年度以降、
年々増加傾向にある。
【センター登録者数】
H23：1,301人、H24：1,383人、
H25：1,441人、H26：1,622人、H27：1,520
人

登録者数（人）
33,303 16,652 3,998

障害者の身近な地域において、就業面と生活面
の一体的な相談・支援を行う「障害者就業・生活
支援センター」を設置している。センター経費のう
ち、生活支援員の経費を負担した。

活動
指標

　　　　　　　　　　指　標 最終目標（年度）

取組
項目
ⅰ

進捗状況15,919円 算定中

事
業
群



1 1 100%

1 1 100%

1

224 153 68%

266 139 52%

179

30 30 100%

15 15 100%

15

10 12 120%

7 10 142%

7

180 197 109%

197 209 106%

209

175 197 113%

197 241 122%

241

3

農福連携による障害
者の就農促進事業費

H28-

3,403

6,316 3,998

2

障害者一般就労・工賃
向上支援事業費

H18－

6,800

障害福祉課

活動
指標

5,315

0 3,998

障害福祉
サービス事
業所等

農業分野での障害者の就労支援、工賃向上、農
業分野への職域拡大につなげるため、就労継続
支援Ｂ型事業所へ農業技術者や６次産業化の専
門家の派遣を実施した。

（成果指標は、Ｈ２９の活動指標の見直し（派遣先
を減らすことで専門家の派遣回数を増加し、より
連携の深化を図る）にともない減少。）

0

2,4130

2,423

5,886 4,359 4,023

成果
指標

福祉施設からの一般
就労者数（人）

活動
指標

専門家の派遣を行っ
た事業所数（箇所）

就労移行支援事業所
等職員研修（回）

4,610

4,021

障害福祉
サービス事
業所等

障害者が地域社会において自立した生活を送れ
るよう、就労移行支援事業所等職員の育成を図
ることなどにより、一般就労への移行を支援した。
一方、一般就労が困難な方に対しては、就労継
続支援事業所等の商品・サービスの売り上げ増
を図った。

（第5期障害福祉計画（H30～H32）における目標
値は、厚労省提示の目標値算出方法により決
定。
・H32年度（期末）目標＝H28年度実績×1.5倍＝
230名
・第5期の1ヵ年度あたり目標＝（230名－153名)/3
年＝77名/3年＝26名
・よって、目標値はＨ３２まで毎年26名ずつ増加。）

職場実習件数及び就職者数いづれも
目標を達成し、就職者数については大
幅な増加となった。
【職場実習件数】H28→H29
県央33→32、県北55→62、県南29→
32、長崎69→70、五島11→13
【就職者数】H28→H29
県央49→57、県北52→79、県南21→
30、長崎65→65、五島10→10

成果
指標

農業分野の事業拡大
等を行った事業所数
（箇所）

農福連携は「労働力不足」という農業側
の課題、「新たな就労先の確保、工賃
向上」という福祉側の課題をあわせて解
決できる取り組みとして有益である。こ
の事業の中で実施した「意見交換会」で
は農福関係者の参加のもと課題の抽出
と解決について検討を行い、今後の連
携方策の道筋を見出すことができた。
（実績は9月以降に集計完了予定）

福祉施設からの一般就労については、
施策の効果とともに、障害者雇用に対
する企業の理解が進んだことなどによ
り、H27年度までは概ね増加傾向にあっ
たが、H28年度・平成29年度はそれぞれ
前年度の一般就業者数を下回る結果と
なり、目標値を達成するにいたらなかっ
た。平均工賃については、年々、増加
傾向にある。
【一般就労者数】
H23：105人、H24：133人、
H25：148人、H26：143人、H27：171人、
H28：153人、H29：139人
【平均工賃月額】
H23：13,209円、H24：13,846円、
H25：13,894円H26：14,664円、H27：
15,255円、H28：15,919円

○4
取組
項目
ⅱ

障害者就業・生活支援
センター事業促進費

H11-

8,798 8,798

9,393

雇用労働政策課

3,218

成果
指標

障害者就業・生活支
援センターを利用した
人の就職者数（人）9,346 8,053 3,198

9,393

3,216
活動
指標 職場実習件数（件）

障害のある
方やその家
庭、事業主

障害者就業・生活支援センターの未設置圏域へ
の設置に向け取組んだが、要件を満たす法人が
なく、設置にいたらなかった。障害者就業・生活支
援センター業務を行う法人への指導及び運営費
の補助を行った。また、障害者雇用促進を図るた
め、障害者雇用支援のつどいを開催し、就職面接
会を県内4会場で実施した。

障害福祉課

4,525

6,564

取組
項目
ⅰ

３．実績の検証及び解決すべき課題と解決に向けた方向性
ⅰ）福祉施設から一般就労への支援等

＜現状・課題＞
一般就労移行対策として、障害者雇用事業主等による企業向け障害者雇用の啓発、施設職員向け就労移行スキルアップセミナーを実施した。離島地域において「障害者就業・生活支援センター」未設置の圏域が残っ
ている。工賃向上については、商品販売会広報等事業、長崎県ＣＳＲ通信の発行、商品力・販売力アップ支援事業等を継続して実施した。この結果、平均工賃月額は目標を達成したが、一般就労移行は目標をやや下
回った。原因として、①商品づくりのノウハウや生産能力が不足している等により、一つの事業所では大規模な受注に対応することが難しい、②除草や清掃等の役務サービス並びに食品や手芸品等の商品について企
業や消費者へのＰＲが不足している、③経営のノウハウが不足しているため、効率よく収益に繋げることができていない、などがあげられ、さらなる施設職員のスキルアップが必要である。
＜課題解決に向けた方向性＞
・「第5期長崎県障害福祉計画」及びH30年度に策定する「第3期長崎県工賃向上計画」に基づき、各種の事業に取り組む。
・一般就労への移行を支援するため、引き続き施設職員向け就労移行スキルアップセミナーを実施する。工賃向上については、商品販売会広報等事業、長崎県ＣＳＲ通信の発行、商品力・販売力アップ支援事業、農
福連携による障害者の就農促進事業を継続して実施する。



事業構築の視点

1 ―

2 ―

3 ―

4
取組
項目
ⅱ

⑩

ⅱ）障害者の就労支援

＜現状・課題＞
障害者等を対象とした就職面接会を長崎労働局や自治体と共催し、県内４ヶ所で実施した。参加者は５１７名で就職者は４９名であった。障害者雇用支援のつどいを開催し雇用機会の拡大を図った。障害者等に対し
「就業面」と「生活面」での支援を一体的に行い、就職の促進や職場定着を図る「障害者就業・生活支援センター（以下、センターという。）」への指導及び運営費補助を行った。なお、国はセンターを全障害福祉圏域に
設置することとしているが、当県においては離島の３圏域（壱岐・対馬・上五島）が、就業機会が少ないなどにより国の設置要件を満たす法人がなく未設置圏域となっており、今後センターを設置するためにはこの点をク
リアする必要がある。
＜解決に向けた方向性＞
障害者等の雇用機会の拡大を図るために、就職面接会や雇用支援のつどいを今後も継続し、新たに事業所向けの障害者雇用セミナー及び職場見学会を実施予定。障害者就業・生活支援センターの指導等も継続し
て行うことで、職場定着等の支援の充実を図る。

４．30年度見直し内容及び31年度実施に向けた方向性

事業
番号

取組
項目 事務事業名

30年度事業の実施にあたり見直した内容 31年度事業の実施に向けた方向性

（H30の新たな取組は「H30新規」等と記載、見直しがない場合は「－」と記載） 見直しの方向 見直し区分

障害者就業生活支援
事業

―

引き続き、「障害者就業・生活支援センター」の充実を図ることで、一般就労の促進と職場定着を高め
ていく。
また、現在、未設置の圏域のうち、対馬圏域については平成３１年４月の設置を目指して手続き等を
進めるとともに、その他の圏域についても、国のセンター設置要件を満たすべく関係機関と連携しな
がら、センター設置の方向性を検討していく。

改善

障害者一般就労・工賃
向上支援事業費

【H30新規】
H27～H29に実施した、「コンサルタント派遣事業」をスクラップし、H30年
度からは新たに「共同受注窓口を活用した品質向上支援事業」を実施す
る。またそれに伴い、成果指標を、障害福祉サービスにおける就労継続
支援B型事業所の「平均工賃月額」に、活動指標を、「共同受注窓口を活
用した品質向上支援事業」における「専門家の派遣回数」とそれぞれ改
める。

引き続き、商品販売会広報等事業、長崎県ＣＳＲ通信の発行、商品力・販売力アップ支援事業、農福
連携による障害者の就農促進事業など、各種事業の更なる取組の充実を図り、工賃向上を目指す。

改善

取組
項目
ⅰ

注：「２．29年度取組実績」に記載している事業のうち、H29年度終了事業、100%国庫事業などで県の裁量
の余地がない事業、公共事業評価対象事業、研究事業評価対象事業、指定管理者制度導入施設評価対
象事業については、記載対象外としています。

農福連携による障害
者の就農促進事業費

「農業・6次産業化のための専門家派遣」、「意見交換会の実
施」に加えて、「農福マルシェ（農産物販売会）」を実施する。

国の補助制度の継続がはっきりしないが、補助事業終了後を見据えた取り組みも検討していく。
現行事業が福祉施設に対する支援に重点を置いていることから、農林部との連携を強め、農側のメ
リット（労働力不足の解消）につながる取り組みも検討していく。

改善

障害者就業・生活支援
センター事業促進費

障害者雇用に興味がある事業所向けに障害者雇用セミナー
及び職場見学会を実施予定。

障害者等の雇用の促進を推進する上で、「就業面」と「生活面」から支援する当センターは重要な役
割があり、今後も指導や補助を続けていく。
また、現在未設置の圏域（上五島、壱岐、対馬）について、センター設置の方向性を検討していく。

改善

【事業構築の視点】

① 視点① 事業群としての成果目標に対し、特に効果が高い事業の見極め、 事業の選択と集中ができているか。
② 視点② 指標の進捗状況に応じて、その要因分析及びさらに高い効果を出すための工夫、目標に近づけるための

工夫を検討・実施できているか。
③ 視点③ 人員・予算を最大限効果的に活用するための事務・事業の廃止・見直しができているか。
④ 視点④ 政策間連携により事業効果が高められないか。事業群としてリーダーの明確化、関係課の役割分担・

協力関係の整理ができているか。
⑤ 視点⑤ 県と市町の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑥ 視点⑥ 県と民間の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑦ 視点⑦ 戦略的に関係者の行動を引き出せているか。
⑧ 視点⑧ 国制度等の最大限の活用が図られているか。国へ政策提案（制度改正要望）する必要はないか。
⑨ 視点⑨ 経済情勢等、環境の変化に対応した効果的・適切な見直しとなっているか。
⑩ その他の視点




